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不正薬物、知的財産侵害物品等の密
輸防止・厳格な取締りを実施

 通関関係書類の電子化・ペーパー
レス化、輸出入申告官署の自由化

 EPA（経済連携協定）の利活用に
対する支援

適正かつ公平な関税等の徴収により、
経済の発展に貢献

１．安全・安心な社会の実現

３．貿易円滑化の推進

２．適正かつ公平な関税等の徴収

名古屋税関の役割と概況

■ 管轄区域 愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、長野県
■ 職員数 約１，０００名

■ 税関の３つの使命 ■ 管轄区域・機構


管内図 
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１．EPA（経済連携協定）とは

２．関税引下げの具体的効果の例

３．EPAを利用するためには

4．原産地規則の事例紹介

５．名古屋税関からのお知らせ

本日の説明内容
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EPAにより、関税の引下げ、規制緩和、ルールの調和等が図られます。
その結果、価格競争力の向上やブランド価値の保護等により、輸出入拡大
に寄与することが期待されます。

特定の国や地域同士での貿易を促進するために、
輸出入にかかる関税の撤廃・削減（注）

などを約束したものがEPAです。

（注）国同士が交渉してEPAができるので、約束の内容は各EPAで
異なります。

〇EPA(Economic Partnership Agreement)とは

〇EPAのメリット

１．EPA（経済連携協定）とは

EPAは特定の国・地域の産品にかかる関税を撤廃・削減します。
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EPAの利用例

（2）日本からEU向けにお茶100万円分を輸出する場合

輸出 通常：関税 3.2％

日EU協定（EPA）
を利用すると・・・

EPA税率：関税 0％
(FREE)

EU

3万2千円の
関税削減！

お茶
100万円

EPAを利用し、関税が削減されることで、価格競争力の向上、
輸出入拡大に寄与することが期待されます。

（1）タイから日本にツナ缶詰100万円分を輸入する場合

輸入

ツナ缶詰
100万円

通常：関税 9.6％

日タイ協定（EPA）
を利用すると・・・

EPA税率：関税 0％
(FREE)

9万6千円の
関税削減！

タイ

１．EPA（経済連携協定）とは ～EPAの利用例～



１．EPA（経済連携協定）とは ～日本におけるEPAの現状～

シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、ASEAN、フィリピン、
スイス、ベトナム、インド、ペルー、豪州、モンゴル、 TPP11、EU、米国、英国、RCEP

EPA等
発効済
（20）

メキシコ

ペルー

チリ
豪州

ニュージーランド

中国

韓国

モンゴル

ＡＳＥＡＮ

インド

ＥＵ

英国

スイス

カナダ

米国

※米国については、
日本貿易協定・日米デジタル貿易協定 5



日本と２以上のEPAを締結している国の場合、どのEPAを使うかは自由選択

（〇）は未発効

国 EPA等
2国間 日アセアン CPTPP（TPP11） RCEP

シンガポール ○ ○ ○ ○

メキシコ ○ ○

マレーシア ○ ○ ○ ○

チリ ○ ○

タイ ○ ○ ○

インドネシア ○ ○ ○

ブルネイ ○ ○ ○ ○

フィリピン ○ ○ ○

スイス ○

ベトナム ○ ○ ○ ○

インド ○

ペルー ○ ○

オーストラリア ○ ○ ○

モンゴル ○

EU ○

英国 ○

カナダ ○

ニュージーランド ○ ○

カンボジア（LDC) ○ ○

ミャンマー（LDC) ○ （○）

ラオス（LDC） ○ ○

中国 ○

韓国 ○

米国 ○

（参考） EPA対象国一覧
（2023年7月現在）
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２．関税引下げの具体的効果の例 ～日本に輸入する産品にEPAを利用する場合～

7（注）記載している関税率は一例であり、貨物の特性によって異なる可能性があります。

例1：きはだまぐろ（HS0303.42-000）
→EU・メキシコから輸入

※冷凍したもの

通常の関税率 3.5%

EU

⇒日EU 無税

メキシコ

⇒日メキシコ 無税
TPP11   無税

例3：合板（HS4412.31-931）
→インドネシア・マレーシアから輸入

※厚さが6ミリ
メートル以上12
ミリメートル未満
のもの

通常の関税率 8.5%
インドネシア

⇒日アセアン 5％

マレーシア

⇒日アセアン 5％
TPP11  4.2%

例2：ツナ缶詰（HS1604.14-092）
→タイ・インドネシア・フィリピンから輸入

※気密容器入り
のものに限る。

通常の関税率 9.6%

フィリピン

⇒
日フィリピン無税
日アセアン 5％
RCEP 5％

タイ

⇒
日タイ 無税
日アセアン 5％
RCEP 5％

インドネシア

⇒
日アセアン 5％
RCEP 5％

中国

⇒ RCEP 2.2％

例6：ブラケット等の支持具
（HS8302.50-000）

→中国・ベトナムから輸入

通常の関税率 2.7%

ベトナム

⇒
日ベトナム 無税
日アセアン 無税
TPP11 無税

中国

⇒ RCEP 無税

例4：不織布（HS5603.11-230）
→中国・韓国・タイから輸入

※ポリプロピレン製

通常の関税率 4.3%

韓国

⇒ RCEP 無税

タイ
日タイ 無税
日アセアン 無税
RCEP 無税

⇒

中国

⇒ RCEP 6.9％

例5：短靴（HS6402.99-010）
→中国・カンボジアから輸入

※本底及び甲が
ゴム製又はプラス
チック製のもの

通常の関税率 8%

カンボジア

⇒日アセアン 無税

（2023年7月現在）



２．関税引下げの具体的効果の例 ～日本から輸出する産品にEPAを利用する場合～
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例3：お茶（HS0902.10※）
→ベトナム・ＥＵ・英国に輸出

※３KG以下の
個包装

ベトナム 通常の関税率

TPP11 無税
日アセアン 無税⇒

日EU 無税

EU 通常の関税率 3.2％

日英 無税

英国

⇒

通常の関税率

40%

⇒

2.0％

（注）記載している関税率は一例であり、貨物の特性によって異なる可能性があります。

例4：清酒（HS22.06）
→ベトナム・韓国・ＥＵに輸出

ベトナム 通常の関税率 55%

⇒TPP11 無税
日ベトナム 無税

韓国 通常の関税率 15%

⇒RCEP 13％

EU 通常の関税率
7.7EUR/hl

⇒日EU 無税

例2：いちご（HS0810.10）
→マレーシア・タイに輸出

マレーシア 通常の関税率 5％

日マレーシア 無税
日アセアン 無税
TPP11 無税
RCEP 無税

⇒

タイ 通常の関税率
40％又は
33.5THB/kgの高い方

日タイ 無税
日アセアン 無税
RCEP 無税

⇒

例6：ECU（HS9032.89）
（エレクトロニックコントロールユニット）

→中国・インドネシアに輸出

中国 通常の関税率

RCEP 6.1%⇒

７．０％

インドネシア 通常の関税率

RCEP 無税
日アセアン 無税

⇒

5．０％

例5：電気回路用部品（HS8536.90※）
→ベトナム・ＥＵに輸出

※電気回路の
開閉用、保護用
又は接続用の
機器並びに光
ファイバー用又
は光ファイバー
ケーブル用の接
続子

ベトナム 通常の関税率 20%

⇒TPP11 無税

EU

⇒

通常の関税率 2.3%

日EU 無税

⇒

通常の関税率
5.4％又は28％
日米 2.7％又は

16.8％

例1：メロン（HS0807.19）
→タイ・ベトナム・米国に輸出

タイ 通常の関税率 30％
日アセアン 無税
RCEP 無税

⇒

ベトナム

⇒

通常の関税率 30％
日アセアン 無税
RCEP 無税

米国

（2023年7月現在）



輸出国

※運送の途上で｢原産品｣という資格を失ってい
ないこと(＝原則として直送されることが必要な
積送基準を満たしていること)

条件３ 手続的要件
税関に産品が「原産品」であることを
証明した又は申告する書類を提出する
こと

輸入国

EPA特恵税率適用のためには、全ての条件を満たす必要があります。

条件１ EPA特恵税率
輸出入される産品にEPA特恵税率が設定されていること

条件２ 原産地基準
生産された産品が｢原産品｣である
と認められること
(＝原産地基準を満たしていること)

３．EPAを利用するためには ～EPA特恵税率適用の流れ～
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 EPA特恵税率確認方法

 EPA特恵税率を適用するためには、産品に一般の関税率よりも低い関税率
（EPA特恵税率）が設定されている必要があります。

 産品によってはEPA特恵税率が設定されていない場合があります。

３．EPAを利用するためには ～EPA特恵税率が設定されていることの確認～

方法1

方法2

税関HPの「実行関税率表」にアクセスし、確認する。

（1）日本に輸入する産品にEPAを利用する場合

https://www.customs.go.jp/tariff/index.htm
方法

（2）日本から輸出する産品に輸出相手国においてEPAを利用する場合

日本貿易振興機構（ジェトロ）ＨＰへアクセスし、「世界各国の関税率」
から「ワールドタリフ（World Tariff）」を利用して確認する。

税関HPの「相手国譲許表」にアクセスし、確認する。
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/aitekoku.htm

https://www.jetro.go.jp/theme/export/tariff/

※初めての利用の場合は、World Tariffのユーザー登録が必要（無料）

条件1 EPA特恵税率
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 EPA特恵税率が設定されている全ての産品が、EPA特恵税率の適用を受けられる訳
ではありません。

 各ＥＰＡに定める原産地規則を満たす産品= 「原産品」であることの確認が必要です。

11

輸出国

輸出先国
（EPA相手国）

輸出
輸出国の

「原産品」

どのような産品であれば、「原産品」と認められますか？

３．EPAを利用するためには ～「原産品」であることの確認～

条件2 原産地基準



輸出国輸出国

完全生産品

…輸出国において
“完全に生産される”産品

次のページから詳しく説明していきます！

完全に生産

品目別規則
（実質的変更基準）

を満たす産品

…輸出国における生産で
“大きな変化”がある産品

大きな
変化

原産材料のみから
生産される産品

…“原産品となった材料のみ”
から生産される産品

原産品

原産品

原産品

原産品

３．EPAを利用するためには ～原産地規則を満たすためには～

 各ＥＰＡに定められた原産地規則を満たす産品であれば「原産品」と認められます。

 原産地規則はＥＰＡごとに異なりますが、基本的には、以下の３つの要件のいずれかを

満たす必要があります。
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(b) 生きている動物であって、当
該一の締約国において生まれ、
かつ、成育されたもの（家畜等）

(e) 当該一の締約国の土壌、水
域、海底又はその下から抽出さ
れ、又は得られる鉱物その他の
天然の物質（水等）

(j) 当該一の締約国において専ら
(a)から(i)までに規定する産品又
はこれらの派生物から得られ、又は
生産される産品（肉等）

(a) 当該一の締約国において栽
培され、及び収穫され、採取され、
又は採集される植物及び植物性
生産品（果実、野菜等）

(c) 生きている動物であって、当
該一の締約国において成育され
たものから得られる産品（生乳
等）

(d) 当該一の締約国において行
われる狩猟、わなかけ、漁ろう、
飼養、養殖、採集又は捕獲により
得られる産品（野生の動物等）

【RCEP協定 第3・3条 完全に得られ、又は生産される産品（抜粋）】

 一の締約国において完全に得られ、又は生産される産品

⇒「生産」が１ヵ国で完結している産品

３．EPAを利用するためには ～完全生産品～

（1）完全生産品

13



【原産材料のみから生産される産品の例（RCEP協定）】

日本

中国
トマト
ケチャップ

ドレッシング

アメリカ

日本原産材料

製造

輸入

輸出

製造

日本原産材料

第7類

第21.03項

第21.03項
品目別規則

CC又はRVC40

その他の
材料

（2）原産材料のみから生産される産品

 締約国※の原産材料のみから生産される産品のこと。

 生産に直接使用される材料はすべて「原産品」だが、材料の材料に遡ると非原産材料
が使用されている。

３．EPAを利用するためには ～原産材料のみから生産される産品～

※締約国：協定が効力を有する国
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 非原産材料を使用して生産される産品であって、品目別規則に定める要件を満たすもの

 非原産材料を使用していても、締約国において原産品としての資格を与えるために十分な
作業・加工（大きな変化）が行われた場合には、最終産品を原産品と認めるもの。

 品目別規則とは産品のHS番号ごとに「十分な作業・加工（大きな変化）」の基準を定めて
いるもの。

【品目別規則を満たす産品のイメージ（RCEP協定）】

【 品目別規則の３類型】

①関税分類変更基準：非原産材料と最終産品との間に特定の関税分類番号変更があること。

②付加価値基準：産品に一定以上の価値を付与すること。（控除方式と積上げ方式を採用）。

③加工工程基準：産品に特定の加工（化学品の化学反応）がなされること。

非締約国
一のRCEP締約国

非原産材料 最終産品

十分な作業・
加工

（3）品目別規則（実質的変更基準）を満たす産品

３．EPAを利用するためには ～品目別規則を満たす産品～
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品目別規則（PSR）の基準３類型

非原産材料のHS番号と、その材料から生産される産品のHS番号が一定以上異なる
場合に、原産品と認めるという基準。
（例）

HS第25類 →第69類 CC ※HS番号 上２桁（類）の変更
HS第25.08項 →第69.11項 CTH ※HS番号 上４桁（項）の変更
HS第2508.30号 →第6911.10号 CTSH ※HS番号 上６桁（号）の変更

締約国での生産により価値が付加され、この付加された価値が基準値以上の場合に、
原産品と認めるという基準。
（例）日EU協定 品目別規則

HS第63.07項：MaxNOM40パーセント（EXW）又は
RVC65パーセント（FOB）

締約国で、非原産材料に特定の生産工程（例えば、化学反応、蒸留、精製等）が
施されれば、原産品と認めるという基準。
（例）日EU協定 品目別規則

HS第62.05項：製織と製品にすること（布の裁断を含む。）との組合せ又は
なせん（独立の作業）を経て製品にすること（布の裁断を含む。）

1．関税分類変更基準

2．付加価値基準（価額に基づくもの）

3．加工工程基準

材料：耐火粘土から、磁器製の食卓用品を生産

男子用のシャツ

磁器製の食卓用品

３．EPAを利用するためには ～品目別規則を満たす産品～

不織布のマスク
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←国名をプルダウンで選択

←HS番号を入力（4桁又は6桁）

←検索ボタンをクリック

②検索システムに調べたい「国名」、
「品目（HS番号）」を入力して検索

17

①原産地規則ポータルトッ
プページ「品目別原産地規
則検索システム」をクリック

品目別原産地規則
検索システム

 品目別規則は原産地規則ポータルの検索システムから確認できます

原産地規則ポータル https://www.customs.go.jp/roo/index.htm

（参考）品目別規則の確認方法



３．EPAを利用するためには ～税関に証明する書類～

 各ＥＰＡの「原産品」であることを確認するだけでは、まだＥＰＡ税率は適用できません。

 EPAを利用するためには、「原産品」であることを税関に証明することが必要です。
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輸出

輸出先国（EPA相手国）

輸入者

証明書

提出
（輸入申告）

相手国
税関

輸出国

輸出国の
「原産品」

ＥＰＡ税率を
適用できる！

次のページから具体的な証明手続について説明します！

条件3 手続的要件



自己申告制度 輸入者、輸出者または生産者が自ら作成した証明書を、
（輸入者を通して）輸出先国の税関当局に提出する制度

第三者証明制度 輸出者が輸出国の権限ある当局に証明書の発給を申請、発給された
証明書を、（輸入者を通して）輸出先国の税関当局に提出する制度

３．EPAを利用するためには ～税関に証明する書類～

 税関に産品が「原産品」であることを証明する手続は、主に２つの方法があります。

 利用するＥＰＡごとに証明手続が異なります。

輸入者
提出

（輸入申告）

相手国
税関

証明書

輸出先国

輸出者

輸出国

生産者

証明書作成可 証明書作成可
証明書作成可

証明書

輸入者

提出
（輸入申告）

相手国
税関

原産地証明書

輸出先国

輸出者

輸出国

②原産地証明書
発給

原産地証明書

生産者

輸出国の権限
ある当局①申請
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３．EPAを利用するためには ～税関に証明する書類～

証明制度 対象となるEPA等 必要書類（原則） 発給者／作成者

１ 第三者証明制度
・TPP11協定、日EU協定
及び日英協定、日米貿易
協定を除く全てのEPA

原産地証明書 輸出国の権限ある当局

２ 自己申告制度

・日オーストラリア協定
（１と共に選択的併用）
・TPP11協定
・日EU協定
・日英協定
・RCEP協定
（１・３と共に選択的併用）

・日米貿易協定

原産品申告書

※日本に輸入する際には、原則、原
産品申告書に加えて、原産品申告
明細書及び関係書類の提出も必要
となります。

輸出者、生産者又は輸入者

※日米貿易協定は輸入者のみ。
※RCEP協定の輸出者自己申告

は、豪州、NZのみ可（2023年
7月時点）。

３ 認定輸出者制度
（原産地申告）

・日メキシコ協定
・日スイス協定
・日ペルー協定
（１と共に選択的併用）

特定の原産地申告文を
記載した商業書類

輸出国当局が認定した
輸出者

・RCEP協定
（１・２と共に選択的併用）

原産地申告（協定附属書3Bの
必要的記載事項を記載したもの）

 各EPAで採用されている証明制度
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製造
ポリエチレン

（HS第39.01項）

ポリプロピレン
（HS第39.02項）

プラスチック製
食品保存容器

（HS第3924.10号）

 輸入品：プラスチック製食品保存容器（HS3924.10-000）
 積出国：中国
 製造工程：中国国内において、以下の材料から製造。
 適用を検討するEPA：RCEP協定
 RCEP協定のEPA税率：2.8％（通常の税率：3.9％）
 第39.24項の品目別規則：CTH又はRVC40

事例1：プラスチック製食品保存容器（日本に輸入する場合）
4.原産地規則の事例紹介 ～事例1 プラスチック製食品保存容器～

HS番号4桁（項）の変更
→HS番号の上4桁の数字が

変更している必要がある

全ての非原産材料のHS番号と産品のHS番号に4桁の変更があるためCTHを
満たす。
⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められ、 EPA特恵税率の対象となる。21



 輸出品：清酒（HS第22.06項）
 輸出相手国：韓国
 製造工程：日本国内において、以下の材料から製造。
 適用を検討するEPA： RCEP協定
 RCEP協定のEPA税率：13％（通常の税率：15％）
 第22.06項の品目別規則：CTH

全ての非原産材料のHS番号と産品のHS番号に4桁の変更があるためCTH
を満たす。
⇒産品はRCEP協定上の日本原産品と認められ、EPA特恵税率の対象となる。

米
（HS：第10.06項）

清酒
（HS：第22.06項）

水
（HS：第22.01項）

米麹
（HS：第21.06項）

製造

事例2：清酒（日本から輸出する場合）

HS番号4桁（項）の変更

4．原産地規則の事例紹介 ～事例2 清酒～
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５．名古屋税関からのお知らせ ～オンライン相談＆講師派遣～

 説明内容（15分～１時間程度）
EPAの利活用方法、原産地規則概要、ケーススタディ 等

例）食品を中心とした原産地規則の概要、
工業製品を中心とした原産地規則の概要、
ケーススタディ、演習

 講 師
名古屋税関 業務部 首席原産地調査官部門職員

 費 用
無料。講演料、交通費等の負担は一切不要です。

 場 所
貴団体の所在地、Ｗｅｂを用いたオンライン説明 等

EPA制度、原産地規則を説明する
講師を派遣します

※ 個社単位ではお断りしていますが、関連会社等と合同で開催
の場合は受け付けております。

名古屋税関 業務部 首席原産地調査官
TEL 052-654-4205 FAX 052-654-4184
E-mail nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp

※ ただし、会場やスライド等の機材、資料印刷は主催者側で
ご準備下さい。

※企業団体主催のセミナーの１コマで、EPAの概要やメリットを
中心とした説明（15分程度）にも対応
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HS番号とは輸出入の際に産品を分類する番号です。
EPA税率、産品が原産品であるかを判定する基準は、いずれも

HS番号に基づいて設定されています。

・HS番号は桁数が増えるにつれ、より詳細に品目が特定されます。

・HS番号は６桁までで、世界共通、輸出入共通です。
（※１）各国、７桁目以降の国内細分を独自に定めています。

（※２）日本の場合は、HS番号６桁に細分３桁を加えた９桁を統計番号といいます。

・HS番号に関するご相談やご質問は税関の関税鑑査官で承ります。

（参考）輸出貨物のHS番号とは

名古屋税関 業務部 首席関税鑑査官
TEL 052-654-4139 FAX 052-654-4163
E-mail nagoya-gyomu-kansa@customs.go.jp
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ご清聴ありがとうございました

名古屋税関 業務部 首席原産地調査官
TEL 052-654-4205 FAX 052-654-4184
E-mail nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
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